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各  位 

会 社 名 東 和 薬 品 株 式 会 社

代 表 者 名 代表取締役社長 吉田 逸郎

（コード番号 4553  東証第１部）

問 合 せ 先 取締役管理本部長 田中 政男

（ＴＥＬ 06-6900-9102）

 

中期経営計画 2018-2020「PROACTIVE」の策定に関するお知らせ 

 

 当社は、このたび 2018 年度～2020 年度（2019/3～2021/3）の中期経営計画を策定致しました

ので、お知らせいたします。 

 

【中期経営計画の概要】 

＜当社の基本方針＞ 

1. 国内ジェネリック事業の確実な成長 

2. 持続的な成長に向けて、さらなる製品品質の進化 

3. 新規市場への進出・新規事業の創出 

 

＜主要項目の計数目標＞ 

売 上 高 : 1000 億円/年の達成 

研 究 開 発 費 : 累計 260 億円以上 

営 業 利 益 : 累計 300 億円以上 

設 備 投 資 : 累計 200 億円以上 

自 己 資 本 比 率 ： 50％以上 

 

  

※ 本資料に記載されている当社グループの経営目標及び業績予想等の将来に関する内容は、

当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際

の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。従いまして、実際の業績等が

予測値と異なる結果となる可能性があることをご承知おきください。 

 

以 上 
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東和薬品が⽬指す姿
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私達は ⼈々の健康に貢献します
私達は こころの笑顔を⼤切にします
東和薬品グループは、優れた製品とサービスを創造することによって、⼈々の健康に貢献する。

そして私達の企業活動を通して、患者さん、医療関係者の皆様、地域社会をはじめとする

すべての⽅々にこころから喜ばれ、求められる企業を⽬指していきます。

東和薬品グループの企業理念



代表取締役社⻑ ⻄川 義明

所在地 滋賀県甲賀市

主要事業 医療⽤医薬品の製造販売

資本⾦ 40百万円

東和の出資⽐率 100％

代表取締役社⻑ 吉⽥ 逸郎

所在地 ⼤阪府⾨真市

主要事業 医療⽤医薬品の製造販売

資本⾦ 4,717百万円

従業員数 2,995名

⾃社製品数 341成分755品⽬

営業所数 72拠点

代理店数 36社66拠点
代表取締役社⻑ 郷原 ⼀丸

所在地 兵庫県神埼郡福崎町

主要事業 医療⽤原薬・中間体の研究開発及び製造

資本⾦ 50百万円

東和の出資⽐率 100％
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グリーンカプス
製薬株式会社

（⾮連結⼦会社）

代表取締役社⻑ ⽩川 敏雄

所在地 静岡県富⼠市

主要事業 医療⽤ソフトカプセル製造

資本⾦ 90百万円

東和の出資⽐率 60％

上 記 以 外 の ⼦ 会 社

東和薬品株式会社

東和薬品グループの概要

⼤地化成株式会社

ジェイドルフ製薬株式会社
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東和薬品株式会社は、1951年に「東と和をなす」という意味を込めて、⼤阪市東区で創業しました。

（単位：百万円）

「経済財政運営と改⾰の基本⽅針2017」（閣議決定）
2020年9⽉までに80%とし、できる限り早期に達成できるよう、
更なる使⽤促進策を検討する

「経済財政運営と改⾰の基本⽅針2015」（閣議決定）
2017年央に70%以上とするとともに、2018年から2020年度末まで
の間のなるべく早い時期に80%以上とする

「後発医薬品の更なる使⽤促進のためのロードマップ」（厚⽣労働省）
2017年度末までに数量シェアを60％以上にする

「経済財政改⾰基本⽅針2007」（閣議決定）
2012年度までに、数量シェア30％(現状から倍増)以上にする

「⽣命の世紀を⽀える医薬品産業の国際競争⼒の強化に向けて
~医薬品産業ビジョン~」（厚⽣労働省）
将来の医薬品企業像の⼀つとしてジェネリック医薬品メーカーが初めて⾏政の公式⽂書
に取り上げられ、認知される

「21世紀の医療品の在り⽅に関する懇談会」最終報告（厚⽣省）
後発品の「定義」と「意義」が初めて明⽰される

国⺠皆保険制度の成⽴

東和薬品は、
世の中や地域社会の要請に
応えるべく、
着実な成⻑を続けています。

国が定める
ジェネリック医薬品
数量シェア⽬標

［ 売 上 ⾼ 推 移 ］

東和薬品の歩み

30
%

60
%

70
%

80
%



原薬の安定調達 代理店と営業所による
⽇本全国の販売網構築

(2017年度より医薬品卸と協業し、
東和式販売体制へ移⾏)

信頼される製品づくり
のためのさらなる探究

⽣産能⼒の確保
適正価格販売を

継続し、
製品・品質・情報の
差別化を訴求

ジェネリック医薬品の
付加価値を研究・開発

物流機能の強化
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安定供給体制の
向上

原薬確保から製品配送までの
⼀貫した体制作り

東和式直販体制の
確⽴

適切な情報提供・
差別化の訴求

製品総合⼒No.1の
製品づくり

あらゆる要望に
応え得る⼒を育む

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み

主
要
課
題

これまでの取り組み東和薬品の歩み
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東和薬品が⽬指す姿

東和薬品は、ジェネリック医薬品事業でこれまで以上の信頼を得る企業となるべく尽⼒していきます。また、これまでに培った知⾒や技術の活⽤だけでなく、
新たな技術の獲得やまったく新しい知⾒や技術との融合を図り、新しい医療体制に対応した健康関連事業の創出にも注⼒していきます。

ジェネリック
医薬品事業

医療上⻑期
間に必要と
される医薬品
の品揃え

薬剤選択指標
の提案

良質な医薬
品の提供

安定供給
体制の維持・

強化

情報提供
体制の維持・

強化

付加価値
製剤の提供

世の中や地域社会に必要とされる企業

健康関連
事業

健康維持への
取り組み

健康寿命の
延伸への
取り組み

地域包括
ケアシステムへ
の対応

その他の
取り組み

病気になる
前に健康状態
に戻すための
取り組み
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中期経営計画（2018-2020）
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PROACTIVE
PROACTIVEとは、前向き、
先⾒的を意味する⽤語です。
医療体制の変化に順応していくためには、
東和薬品という会社及び社員が
将来に起こりうる変化やリスクを予測し、
あらかじめ必要な対策を打つことが
重要であると考えています。
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外部環境と中期経営計画期間の位置づけ

総⼈⼝は2008年
の1億2808万⼈を
ピークに減少傾向と
なっている。2025
年には1億2066万
⼈と推計されている。

65歳以上の⾼齢
者⼈⼝は増え続け、
団塊の世代の後期
⾼齢者化に伴い、
⾼齢者率は2025
年に30％超となる。

国等の⽅針⼈⼝動態

⾻太の⽅針2017

▶ 後発医薬品の
数量シェア80％を達成
（2020年9⽉までに）

▶ 薬価制度の抜本改⾰
▶ 健康寿命（⽇常⽣活に制限のない
期間の平均）の延伸の取り組み

▶ 地域包括ケアシステム（住み慣れた
地域で⾃分らしい暮らしを⼈⽣の
最後まで続けることができるよう、
住まい・医療・介護・予防・
⽣活⽀援が⼀体的に提供される
システム）の構築

厚⽣労働省

⽇本医師会

▶ 健康寿命（⽇常⽣活に制限のない
期間）の延伸への取り組み

▶ 国⺠全体の健康に対する意識を
⾼める取り組み

GE80％
時代

医療費抑制の
社会的要請

GE80%時代を
迎える期間

⾼品質な
ジェネリック医薬品を
安定供給し続け、
ジェネリック80％時代を
下⽀えするための
最終準備期間

中計期間の位置づけ

医療体制
の変化

健康意識の
向上・

在宅医療の
推進

社
会
保
障
給
付
費
の
急
増

新たな事業を
展開する準備期間

医療体制の変化に
対応した新たな事業を
展開するための準備期間
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当社の基本⽅針

基本⽅針②

持続的な成⻑に向けて、さらなる製品品質の進化

基本⽅針①

国内ジェネリック事業の
確実な成⻑

基本⽅針③

新規市場への進出・新規事業の創出

現
在

医薬品産業の中で確かなポジションを確⽴する。

安定供給
の

継続
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課 題

製品総合⼒No.1の製品づくり

総合ジェネリック医薬品メーカーとして、
全ての医療機関に必要とされる医薬品を品揃えする。
世の中で⻑く使⽤され続ける当社製品について、
患者や医療機関等からの要望により、
東和の製剤技術で適切な改良と改善を実施する。

東和式販売体制の最適化
情報提供体制の拡充し、
営業所及び代理店、医薬品卸との連携による
最適な流通チャネルを確⽴する。

安定供給体制の維持・強化
原薬確保から医療機関に提供するまでの
各所で適切な対策を講じることにより、
良質な医薬品の安定供給を可能とし、
社会的責務を果たす。

国内ジェネリック事業の確実な成⻑

基本⽅針① 国内ジェネリック事業の確実な成⻑

基本⽅針①



●東⻄物流センター体制
●バックアップ体制

東和式販売体制
●最適な流通チャネルの提供
（代理店、医薬品卸との関係強化、営業所の効率化と拡充）

医 療 機 関
保 険 薬 局
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東和薬品の安定供給体制：原薬確保から医療機関に提供するまでの体制

原 薬 ⽣ 産 物 流 営 業

●原薬合成プロセスの開発
●原薬の複数購買化

●3⼯場⽣産体制
●バックアップ体制

安定供給体制の概要
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安定供給体制の維持・強化

安
定
的
な
原
薬
調
達

基本⽅針①
国内ジェネリック事業の確実な成⻑

課 題

⽣産能⼒の確保 増産の必要性に応じて、速やかに設備や要員を導⼊することで
必要な⽣産能⼒を確保し、安定供給責任を果たす。

原薬合成プロセスの
開発

東和薬品の原薬調達リスクを適切にマネジメントするために、
⼤地化成及び信頼のおける協⼒会社にて、
東和品質の原薬を製造できる合成プロセスを開発する。
（2020年度末までに累計40成分以上の合成プロセスを
開発予定（2017年度末時点で23成分））

原薬の複数購買化 当社が製造販売している製品に関わる原薬の
複数購買率を50％以上を維持する。

安定供給体制の維持・強化



最適な流通チャネルの確⽴
これまでの営業所及び代理店での直販体制に加え、
医薬品卸との強固な連携により、
最適な流通チャネルを確⽴する。

情報提供体制の拡充と
将来の医療体制に向けた

取り組み

適切な情報提供ができる体制を維持・強化する。
将来における新たな医療体制での要請事項に応えるMR体制を整
備する。
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東和式販売体制の最適化

課 題

基本⽅針①
国内ジェネリック事業の確実な成⻑ 東和式販売体制の最適化

薬剤選択指標の提案 薬剤治療に対して有⽤な薬剤の選択指標を作成し、
医療機関に対して適正な情報提供や提案ができる体制を整備する。



医療機関・患者からの
要望による

製品の改良・改善

当社製品に対する医療機関・患者からの要望により、
更なる製品の改良・改善を⾏う。

医療機関や患者からの要望に応えられるように、
継続して新たな基盤技術の獲得を続ける。

⾼い付加価値を提供できる
新製品の開発

患者の服薬アドヒアランスの向上、医薬品の適正使⽤、医療関係者の安
全性や利便性などの観点で、より⾼い付加価値を提供できる医薬品を開
発し、薬剤治療に貢献する。

●飲みやすくする⼯夫 – OD錠化、味の改良、錠剤の⼩型化
●扱いやすくする⼯夫 -- 製品名印刷（視認性の向上）

-- 包装パッケージの改良
-- 保管しやすさの追求（安定性の向上）
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製品総合⼒No.1の製品づくり

課 題

基本⽅針①
国内ジェネリック事業の確実な成⻑ 製品総合⼒No.1の製品づくり
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課 題

製
剤 RACTAB技術の⾼性能化 より飲みやすく、

扱いやすい製剤を⽣み出す基盤技術を蓄積する。

持続的な成⻑に向けて、さらなる製品品質の進化

製
剤 有効成分の安定化技術の確⽴ 耐湿性、耐熱性、耐光性、耐酸化性等の安定性向上により、

⾼い次元での製品品質を可能にする基盤技術を蓄積する。

原
薬 新たな結晶化技術の確⽴ 原薬の結晶形を⾃由にコントロールすることを

可能にする基盤技術を蓄積する。

⽣
産 連続⽣産プロセスの確⽴

分析技術の確⽴と応⽤により、
効率的な製造プロセス（連続⽣産プロセス）の
確⽴に向けた取り組みを⾏う。

基本⽅針② さらなる製品品質の進化

基本⽅針②



新規事業の創出 「⼈々の健康に貢献する」という理念に沿って、
幅広く検討を開始する。
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課 題

新規市場（海外）への進出 海外の潜在的ニーズにも応える
当社の製品を開発し、届ける。

新 規 市 場 へ の 進 出 ・ 新 規 事 業 の 創 出

⽶国への海外展開
●⽶国向けの良質な医薬品（付加価値製剤）の開発
●現地企業との連携や協⼒関係の探索
●FDA査察に耐えうるデータインテグリティの整備

ASEANへの海外展開 ●新たな輸出先国の拡⼤
●新たな製品の輸出
●現地企業との提携や協⼒関係の探索新地域への海外展開

基本⽅針③ 新規市場への進出・新規事業の創出

基本⽅針③



配当政策
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主要項⽬の計数⽬標

売上⾼

1000億円達成
連結売上⾼（単年度）
1000億円を達成

営業利益（累計）

300億円以上

⾃⼰資本⽐率

50％以上

研究開発費（累計）

260億円以上

設備投資（累計）

200億円以上 安定配当の実施

• 安定供給体制の維持・強化
• 新たな事業投資を含めた

持続的成⻑のための投資
• 株主還元

財務安定性の向上

• 新製品の確実な上市に
向けた開発計画

• 医療機関、患者からの
要望による製品の改良・改善

安定供給体制の維持・強化のた
めの設備投資

安定的な配当を⾏うことを基本
とし、状況に応じて⾃⼰株式
取得等による株主還元を図る
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「経済財政運営と改⾰の基本⽅針2017」に
記載のジェネリック数量シェア80%⽬標が達成され、
かつ、数量シェア80％が維持されること

計数⽬標の前提について

当中期経営計画の作成段階において確定している
薬価制度の内容に⼤幅な変更がないこと

2019年度における薬価改定は、
消費税増税に伴う薬価改定以外の薬価改定が実施されないこと
また2020年度は通常の薬価改定が実施されること

連結の範囲に変更がないこと
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お問い合わせ先

東和薬品株式会社 広報・ＩR室
ir@towayakuhin .co. jp TEL .06-6900-9102 FAX.06-6908-6060

将来予想に関連する記述については、⽬標や予測に基づいており、
確約や保証を与えるものではありません。
予想と異なる結果になることがある点を認識された上で、ご利⽤下さい。
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